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研究成果の概要（和文）：北太平洋の長期変動メカニズム解明のための物理・生物・化学的な総

合観測を実施し、大気海洋循環ならびに物質循環長期変動の定量化に成功した。また、海水中

の温室効果気体のアルゴリズム化に成功した。さらに、長期変動が海洋環境変動に与える影響

を組み込んだ数値モデルを用いて、北太平洋亜寒帯海域での長期変動を復元した。 
 
研究成果の概要（英文）：In order to clarify the long-term climate change in the North Pacific, 
we carried out the comprehensive ocean observations with physical-biological–chemical 
systems. Based on these observations, we had significant quantifications of ocean 
biogeochmical cycles with the parameterizations of greenhouse gases in this region.  In 
addition, we could reconstruct the long-term climate change in this region by using 
improved ocean circulation models.  
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

 2006 年度 23,800,000 0 23,800,000 

  2007 年度 13,000,000 0 13,000,000 

 2008 年度 8,800,000 0 8,800,000 

 2009 年度 10,100,000 0 10,100,000 

   2010 年度 7,400,000 0 7,400,000 

総 計 63,100,000 0 63,100,000 

 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：環境動態解析 
キーワード：化学海洋学、海洋環境変動 
 
１．研究開始当初の背景 
地球温暖化予測モデルへの気候フィードバ

ック効果の組み込みは、大気海洋物質循環モ
デルでは、物理諸過程の変動による二酸化炭
素溶解度の変化のような単純なものが含ま
れているにすぎない。ところが、近年、高緯
度高生産海域では海洋表層成層化による栄
養塩供給の減少によって単に植物プランク
トンの減少が起こるばかりでなく、植物プラ
ンクトンの種の急激な変遷が起き、モデルに
は現在組み込まれていない長期のフィード
バック効果が急激にすすんでいるとの指摘

がある。 
特に、栄養塩枯渇にともなうケイ藻などの

大型植物プランクトンから円石藻などの小
型プランクトンへの種の変遷で、大型である
ケイ藻の減少に加えて、炭酸カルシウムの殻
を持つ円石藻などが卓越すること(アルカリ
度の減少)によって海洋の二酸化炭素吸収能
を低下させて温暖化を加速するフィードバ
ック効果（正のフィードバック）が生じる。
一方、炭酸カルシウムの殻を持つ円石藻など
の小型の種が卓越することで雲核となるジ
メチルサルファイド(DMS)が大量に放出さ
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れ、温暖化を抑制するフィードバック効果
（負のフィードバック）も生じる。さらに、
海洋成層化にともない、亜表層では温暖化物
質である N2O や CH4生成が活発になり、大
気への放出が増え正のフィードバックが促
進される可能性もある。 
これらのフィードバック効果のモデルへの

組み込みはまだ開発が始まったばかりであ
り、充分な信頼性を持つに至っていない。そ
の最大の原因は、温暖化に伴う物質循環の長
期トレンド成分と長期気候変動成分の判別
が未だ定量化されていないこと、植物プラン
クトン種・サイズとの関係や海水中のアルカ
リ度の変動との関係が不明な点、大気海洋循
環の変動メカニズムが未だ不明なことにあ
る。加えて、CO2以外では、長期変動を明ら
かにするための綿密に計画された時空間的
に密な DMS・N2O・CH4 の実測データが極
めて少なく、植物プランクトン生産や炭素循
環変動にともなう気候へのフィードバック
効果について、現場データに基づいた定量
化・定式化を充分に行うことが不可能だった
点に求められる。 
このため、高緯度海域から亜熱帯海域の広

範囲を対象領域として、長期変動メカニズム
解明のための物理・生物・化学的な総合観測
を実施し、大気海洋循環ならびに物質循環の
長期変動メカニズムについて明らかにする
と同時に、物理・生物的な変動をとおしての
温室効果気体などの増減が気候へのフィー
ドバックに与える効果を総合的に定量化・定
式化することが求められていた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、北太平洋に焦点を絞り、高緯度
海域から亜熱帯海域の広範囲を対象領域と
して、長期変動メカニズム解明のための物
理・生物・化学的な総合観測を実施し、大気
海洋循環ならびに物質循環の長期変動メカ
ニズムについて明らかにすると同時に、長期
時系列データを併用することで、物理・生物
的な変動をとおしての温室効果気体である
CO2・DMS・N2O･CH4 などの増減が気候へ
のフィードバックに与える効果を総合的に
定量化・定式化することを最終目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
以下の３つを柱に研究を実施する（図 1参照）。 
 
（１）：高緯度海域の海洋定点において 5 年
間の物質循環パラメータの高頻度観測、なら
びに、H19 年度から 3 年間に渡り高緯度海
域・中緯度海域・亜熱帯海域の広域観測を併
せて実施し、海洋循環の長期変動メカニズム
を解析・定量化を行う。その結果を受け、気
候変動を再現できる海洋循環モデルを構築

し、物理的変動にともなう海洋の気候へのフ
ィードバック効果の定量化を行う。 
（２）：上記の海洋定点観測ならびに広域観
測において、温室効果気体である CO2・
DMS・N2O･CH4 を生物パラメータとともに
観測し、海洋の温室効果気体の変動と環境要
因との相互解析を実施し、「海洋生態系研究
グループ」と「大気組成動態研究グループ」
と連携し、大気海洋物質循環モデルへ組み込
み可能な温室効果気体の動態についての定
式化を図る。 
（３）：上記の(1)と(2)の結果を相互検討し、
長期的な物理的変動と生物化学的な変動と
を合わせた形の今後起こりうる北太平洋の
気候へのフィードバック効果の定量化を図
る。 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

具体的には、以下を行う予定である。 
 
①船舶海洋定点観測および広域観測： 
北海道大学おしょろ丸・北海道区水産研究所
属探海丸と北光丸を用いて、北太平洋亜表
層・中層水形成海域付近の高緯度海域で、生
物生産が活発な時期から生物生産がなくな
る時期 (4 月、5 月、7 月、10 月、1 月) の 5
回にわたり、定観測点 A-line (42.3 oN - 40.5 
oN, 145.0 oE - 146.0 oN)と KNOT (44 oN, 
155 oE)において、水深 1000m 程度までの採
水観測調査を実施し、温室効果気体の基礎デ
ータとする。調査項目は、炭酸物質、DMS、
N2O、CH4、水温、塩分、クロロフィル、珪
酸塩、リン酸塩、硝酸塩、溶存酸素である。
同時に自立型 CO2・pH センサー観測を実施
する。また、海洋循環変動の基礎データとし
て、浅海・深海乱流計を設置するとともに、
乱流・混合等の直接測定を実施する。なお、
H19 年度以降には広域観測として、東京大学
白鳳丸・淡青丸ならびに JAMSTEC みらい
等も用いて、H19 春から夏：亜寒帯海域、
H20 夏から秋：中緯度海域、H21 春から夏：
亜熱帯海域を実施する予定である。 
 
②アルゴリズム開発： 
船舶観測により得られる詳細な基礎観測デ
ータおよび、これまでに得られている既存の
データをもとに、炭酸物質・DMS・N2O・

図 1：本研究計画体制 



 

 

CH4のアルゴリズムの開発に着手する。特に
センサー観測・現場観測では網羅できない時
空間分布をカバーするため、衛星利用を睨み
水温やクロロフィル等の関数として表現で
きる炭酸物質・DMS・N2O・CH4に焦点をあ
てて開発を進める。  
 
③海洋循環モデル実験： 
20 年変動が海洋環境変動に与える影響を単
純化して組み込んだ数値モデルを用いて、北
太平洋高緯度域への影響を評価し、観測で得
られた結果と比較する。風の変動に起因する
変動が同時に存在する場合の変動特性につ
いても検討し、北太平洋で卓越する数 10 年
規模変動への寄与を明らかにする。また、3
層高解像度モデル作成にも着手する。 
 
４．研究成果 
本研究における主な成果としては、 

（１）北太平洋の長期変動メカニズム解明の
ための物理・生物・化学的な総合観測を実施
し、大気海洋循環ならびに物質循環の長期変
動を定量化に成功したこと、 
（２）炭酸物質・DMS・N2O・CH4のアルゴ
リズムの開発に着手し、センサー観測・現場
観測では網羅できない時空間分布をカバー
するため、衛星利用を睨み水温やクロロフィ
ル等の関数として表現できる炭酸物質・
DMS・N2O などの海水中の温室効果気体の
アルゴリズムの開発に成功したこと、 
（３）長期変動が海洋環境変動に与える影響
を組み込んだ数値モデルを用いて、北太平洋
への影響を評価し、観測で得られた結果と比
較検討を行った結果、北太平洋の海洋環境長
期変動が月活動に由来する潮汐変動によっ
て支配されている可能性が高いことを明ら
かにしたこと、さらに高解像度の潮汐混合を
組み込んだ数値モデルを開発し、北太平洋亜
寒帯海域での長期変動を復元したことが成
果である。 
 
（１）北太平洋の長期変動メカニズム解明の
ための物理・生物・化学的な総合観測： 
 
地球温暖化予測モデルへの気候フィードバ

ック効果の組み込みは、大気海洋物質循環モ
デルでは、諸過程の変動による二酸化炭素溶
解度の変化のような単純なものが含まれて
いるにすぎない。ところが、近年、高緯度高
生産海域では海洋表層成層化による栄養塩
供給の減少によって単に植物プランクトン
の減少が起こるばかりでなく、植物プランク
トン種の急激な変遷が起きて、モデルには現
在組み込まれていない長期のフィードバッ
ク効果が急激にすすんでいるとの指摘があ
った。 
特に、栄養塩枯渇にともなうケイ藻などの

大型植物プランクトンから円石藻などの小
型プランクトンへの種の変遷で、大型である
ケイ藻の減少に加えて、炭酸カルシウムの殻
を持つ円石藻などが卓越すること(アルカリ
度の減少)によって海洋の二酸化炭素吸収能
を低下させて温暖化を加速するフィードバ
ック効果（正のフィードバック）と、小型の
種が卓越することで雲核となるジメチルサ
ルファイド(DMS)が大量に放出され、温暖化
を抑制するフィードバック効果（負のフィー
ドバック）が大きい。また、海洋成層化にと
もない、亜表層では温暖化物質である N2O や
CH4生成が活発になり、大気への放出が増え
正のフィードバックが促進される可能性も
ある。これらのフィードバック効果のモデル
への組み込みはまだ開発が始まったばかり
であり、充分な信頼性を持つに至っていない。 
その最大の原因は、温暖化に伴う物質循環

の長期トレンドと気候変動成分の判別が未
だ定量化されていないこと、植物プランクト
ン種・サイズや海水中のアルカリ度の変動と
の関係が不明な点、大気海洋循環の変動メカ
ニズムが未だ不明なことにあった。また、CO2

以外では、長期変動を明らかにするための綿
密に計画された時空間的に密な DMS・N2O・ 
CH4の実測データが極めて少なく、植物プラ
ンクトン生産や炭素循環変動にともなう気
候へのフィードバック効果について、現場デ
ータに基づいた定量化・定式化を充分に行う
ことが不可能だった点に求められる。 
このため、高緯度海域から亜熱帯海域の広

範囲を対象領域として、長期変動メカニズム 
解明のための物理・生物・化学的総合観測を
実施し、大気海洋循環ならびに物質循環の長
期変動メカニズムについて明らかにすると
同時に、物理・生物的な変動をとおしての温
室効果気体である温室効果気体などの増減
が気候へのフィードバックに与える効果を
総合的に定量化し、定式化することが求めら
れていた。 
そこで、本研究では全球と同様に、地球温

暖化による数十年スケールでの海洋表層・中
層での水温上昇・塩分低下・AOU（apparent 
oxygen utilization:見かけ上の酸素消費量）
の増加・栄養塩変動傾向が見えてきた北太平
洋に焦点を絞り、北太平洋亜表層・中層水形
成海域付近の西部北太平洋高緯度海域なら
びに中緯度亜熱帯海域において、水深 2000m
程度までの採水観測調査を実施し、温室効果
気体の基礎データ（炭酸物質、DMS、N2O、CH4、
水温、塩分、クロロフィル、珪酸塩、リン酸
塩、硝酸塩、溶存酸素、乱流・混合等）を取
得し、これらをもとに総合的に北太平洋の長
期変動解析を行った(図 2,3,4,5,6)。 
 
 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その結果、北太平洋全域で地球温暖化に伴

う水温上昇により、海水中の酸素減少、表層
への栄養塩供給の減少、窒素循環の変動が見
られ、その変動は 18.6 年周期の長期変動の
うえで起こっていることが定量的に明らか
となった(図 2) 
栄養塩と生物生産の関係に注目すると、表 

層水への栄養塩の減少に伴い北太平洋では
年間平均 0.08-0.48 g-C/m-2/y の生物生産量
がここ 30 年で減少していた(図 3)。それだけ
でなく、その植物プランクトンの種類も珪藻
種（BOP）から炭酸カルシウムの殻を持つ種

類（BCA）へと近年変化していることを明ら
かとなった(図 4)。生物生産量が減少する一
方、海水中の全炭酸濃度は表面水温と同期し
て、周期性を伴いながら年間 0.86 mol/kg/y
の増加をしていることも明らかとした(図 5)。 
しかし、この全炭酸増加量は大気中の CO2

増加に比べて 20％ほど高く、これは、地球温
暖化等に伴う陸域からのアルカリ度流入量
の増加がもたらしているもので、炭酸系物質
循環による CO2 増加に対する負のフィードバ
ック効果の程度をはじめて明らかとしたも
のとなった(図 6)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
さらに、地球温暖化傾向とともに表れる長 

周期変動のメカニズムを明らかにするため、
各成分の変動を大気海洋パラメータと比較
した。その結果、オホーツク海・ベーリング
海で起こる強い潮汐変動が 18.6 年周期をも
たらし、北太平洋全域の気候を支配している
ことをはじめて明らかとした。 
上記の示したように北太平洋における物

理・生物・化学的な総合観測により、北太平
洋における温暖化に伴う物質循環の変動と
生物生産変動の定量化な評価、ならびに潮汐
混合による長周期変動のメカニズムを解明
した。 
 
（２）温室効果気体の動態の定式化： 
 
船舶観測により得られる詳細な基礎観測デ
ータおよび、これまでに得られている既存の
データをもとに、炭酸物質・DMS・N2O・CH4

のアルゴリズムの開発を進めてきた。特にセ
ンサー観測・現場観測では網羅できない時空
間分布をカバーするため、衛星利用を睨み、
水温やクロロフィル等の関数として表現で
きる炭酸系物質・DMS・N2O・CH4に焦点をあて
て開発を進めてきた。その結果、北太平洋海
洋表層におけるアルカリ度・pH・DMS・N2O に
ついて、水温やクロロフィル等の関数として
これらの時空間分布を表現できることを明
らかとした。 その代表的なものとして本研
究で開発した海水中の DMS濃度のアルゴリズ
ムを用いた結果を示す。 

一般に生物由来の物質濃度は植物プランクト
ン成長速度の指数関数として表現できる。そこで、
以下のように表現できるものとした。 

図 3：北太平洋亜熱帯域における純総生産
量の時系列変化(ｇ−Ｃ／ｍ２／ｙ）. 

図 5：北太平洋における海水中の C-13、
全炭酸(DIC)、水温の時系列変化 

図 2：北太平洋における栄養塩（リン酸
塩、硝酸塩）、酸素、水温の時系列変化。
上段が東部海域、下段が西部海域。

図 4:北太平洋における珪藻種と炭酸
カルシウム種の組成の時系列 

図 6：オホーツク海におけるアルカリ度
(Alk)と pH の鉛直分布の時系列変化 



 

 

 
DMS = B0 exp (f (T, I, N))  (式 1) 
 

ここで、B0, T, I, N はそれぞれ、DMS を生成する
生物初期値、表層水温、光強度、栄養塩濃度。 

DMS 観測時には、B0, I を測定していること
はこれまで希であるので、ここでは、これら
の代わりにそれぞれ Chl と緯度(L)で代替し、N
については硝酸(SSN)を使うことにする。この
ため、(1)式は以下のようになる。 

 
DMS = Chl exp (f (T, cos(L), SSN))(式 2) 

 
さらに、ln (DMS)に対して、ln(Chl), T, cos(L), 

SSN が多変量直線回帰できるものと仮定した。
(2)式に対して観測値を代入し、F 検定を行っ
た結果、以下のような結果を得た。 
 
ln (DMS) =  

0.072 T – 13.23 cos(L) – 0.119 SSN- 9.53   
(n =244, p<0.001, R= 0.8, RMSE = 1.7nmol/l)      
                 (式 3) 

 
上記の式による推定値と、アルゴリズム作

成時に未使用の DMS の季節毎の実測データを
比較すると、誤差の範囲でよく一致し、これ
までに提案されているアルゴリズムより良
い結果 R=0.8 が得られ、北太平洋における表
層 DMS の時空間解析の高いものとなった。 
そこで、このアルゴリムを使用して北太平洋
海洋表層の DMS 濃度の気候値復元を試みた
（図 7）。その結果、DMS 濃度は夏期以降に沿
岸部で高く、また外洋でも、夏期以降に全域
で高くなっていることが初めて明らかにな
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このアルゴリズムを必要なパラメータが揃

っている亜寒帯域と亜熱帯域の定点に適用
したところ、明瞭な周期性と増加傾向が明瞭
に見出され、北太平洋における表層混合層の
成層化の強化と、それに伴う生物種の変化が
もたらした結果であることが示唆された(図
8)。これは世界で初めて明らかにした DMS 濃
度の増加傾向を示すものであり、国内外に大
きな反響を呼んだ。 
さらに、これを海洋の鉛直方向にも適用で

きる DMS 濃度のアルゴリズムを同様に開発し
た。その結果、明瞭な年変動を伴い、観測値 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
を十分復元出来るものであることが分かっ
た(図 9)。 
これらのアルゴリズム開発とその応用は現

場で、DMS 生成がどの生物活動優占種によっ 
て行われているかを推定する上で非常に重
要な知見であり、今後の気候変動における
DMS 濃度の推移を知る上で欠かせない情報と
なっている。今後の展望としては、現場の生
物種とこの情報を海域毎につきあわせ、その
検証を広く行う必要があることが示唆され
た。 
  
（３）海洋循環モデル実験： 

 
海洋環境変動に与える影響を考慮して組み

込んだ数値モデルを用いて、北太平洋高緯度
域への影響を評価し、観測で得られた結果と
比較を行った。潮汐 18.6 年周期を与えた数
値モデル結果は、表層塩分は観測された変動
周期と整合性を持っており(図 10)、混合が強
い時期に高塩分になる領域が、強混合域から
下流へ広がっていることを示していた(図
11)。  
このことは、潮汐 18.6 年振動に伴って局所 

的な強い潮汐混合が変動することで、水塊の
長期変動を引き起こしている可能性が強い
ことを指示していた。この数値モデルの結果 
 
 

図 8：北太平洋亜極域(SP)と亜熱帯域
(ST)における表面水中の DMS 濃度
(nM) と 大 気 へ の DMS 逃 散 速 度
(mol/m2/year)。赤△（7−9 月）、青○
（10−12 月）、緑□（4−6 月）、黒○（1
−3 月）。上段が DMS 濃度、下段が DMS
逃散速度。 

図 7：生物化学物理パラメータより推
定された月別毎の北太平洋表面の
DMS 濃度 

図 9：生物化学パラメータにより推定された
DMS 濃度の鉛直分布の時系列変化 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
は、長期変動を組み込み海洋環境復元したは
じめてのモデルであり、国内外で大きな反響
を呼んだ。今後、これが全海洋に広く見られ
る共通の減少なのかどうかを詳細に検証し
ていき、温室効果気体にどうような影響を与
えるのかを定量化する必要が示唆された。 
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図 11：潮汐 18.6 年振動に対する表層塩分変動のラ
グの図。左図：モデル (0−120ｍ）、右図：観測
(0-200m)。赤色が混合が強い時期に恒温であること
を表す。 

図 10：本研究の数値モデル結果と観測値
の時系列変化の比較 


